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「
前
回
検
討
会
で
示
さ
れ
た
給

付
と
負
担
の
見
直
し
案
の
Ａ
案
、

Ｂ
案
は
と
も
に
受
け
入
れ
る
こ
と

は
で
き
な
い
。
本
会
と
し
て
は
新

た
な
案
を
提
案
す
る
。
」
会
議
冒

頭
、
委
員
の
藤
田
�
之
・
広
島
市

議
会
議
長
（
市
議
会
議
員
共
済
会

特
別
顧
問
）
が
意
見
を
述
べ
、
本

会
案
を
提
案
し
た
。

１２
月
４
日
、
東
京
グ
リ
ー
ン
パ

レ
ス
で
総
務
省
の
第
５
回
地
方
議

会
議
員
年
金
制
度
検
討
会
（
座
長

�
大
橋
洋
一
・
学
習
院
大
学
法
務

研
究
科
教
授
）
が
開
か
れ
た
。
提

案
は
、
検
討
会
報
告
書
骨
子
案
の

議
論
の
前
に
行
わ
れ
た
。

本本
会会
案案
はは
全全
地地
方方

部部
会会
でで
賛賛
同同

藤
田
委
員
が
提
案
し
た
本
会
の

案
。
１１
月
２
日
に
開
か
れ
た
第
４

回
検
討
会
で
給
付
と
負
担
の
見
直

し
案
が
Ａ
案
、
Ｂ
案
と
し
て
、
ま

た
、
制
度
を
廃
止
す
る
場
合
の
考

え
方
が
示
さ
れ
た
。
本
会
で
は
、

こ
の
見
直
し
案
な
ど
に
つ
い
て
、

１１
月
１１
日
、
議
員
年
金
対
策
会
議

を
開
き
検
討
し
た
。

検
討
会
で
は
こ
れ
ま
で
藤
田
委

員
が
再
三
に
わ
た
っ
て
主
張
し
て

き
た
も
の
。
そ
の
要
点
は
、
�
議

員
年
金
財
政
の
悪
化
の
最
大
要
因

は
平
成
の
大
合
併
の
影
響
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
合
併
影
響
分
に
つ
い

て
国
は
合
併
特
例
法
の
規
定
に
基

づ
き
適
切
な
措
置
を
講
じ
、
責
任

を
果
た
す
こ
と
�
二
度
に
わ
た
る

給
付
と
負
担
の
見
直
し
に
よ
り
給

付
の
削
減
と
負
担
が
限
界
に
達
し

て
い
る
こ
と
�
議
員
負
担
と
公
費

負
担
の
割
合
を
他
の
公
的
年
金
制

度
同
様
５
対
５
と
す
る
こ
と
�
市

町
村
合
併
、
行
革
に
よ
り
議
員
報

酬
が
毎
年
約
１
１
０
０
億
円
程
度

削
減
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

こ
の
主
張
の
も
と
に
年
金
対
策

会
議
で
見
直
し
案
な
ど
に
つ
い
て

詳
細
に
わ
た
る
検
討
が
な
さ
れ

た
。検

討
結
果
は
、
見
直
し
案
Ａ

案
、
Ｂ
案
（
次
頁
に
概
要
）
は
と

も
に
受
け
入
れ
ら
れ
な
い
、
と
い

う
も
の
で
あ
っ
た
。
も
し
廃
止
す

る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
国

会
議
員
年
金
の
廃
止
の
例
に
な
ら

う
も
の
と
し
た
。

取
り
ま
と
め
ら
れ
た
本
会
案

は
、
直
ち
に
各
地
方
部
会
に
お
い

て
検
討
さ
れ
、
部
会
と
し
て
の
意

見
が
集
約
さ
れ
た
。

そ
の
結
果
、
本
会
案
は
全
地
方

部
会
で
賛
同
さ
れ
、
第
５
回
検
討

会
で
の
提
案
に
至
っ
た
。

合合
併併
影影
響響
分分
はは
全全
額額
公公
費費
負負

担担
、、
議議
員員
負負
担担
とと
公公
費費
負負
担担

のの
割割
合合
のの
原原
則則
をを
５５
対対
５５
へへ

本
会
案
の
提
案
に
あ
た
り
藤
田

委
員
は
、
「
議
員
年
金
は
、
議
員

退
職
後
の
生
活
に
と
っ
て
大
変
重

要
な
も
の
で
あ
り
、
基
本
的
に
は

維
持
さ
れ
て
い
く
も
の
」
と
の
考

え
方
を
示
し
た
。

本
会
案
は
、
ま
ず
、
「
�
合
併

影
響
額
に
つ
い
て
は
、
全
額
公
費

負
担
と
す
る
」
「
�
議
員
負
担
と

【
２
面
へ
続
く
】

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1745号１２月１５日平成21年
（2009年）

市市
議議
会会
議議
長長
会会
案案
をを
提提
案案

合
併
影
響
分
全
額
公
費
負
担
で

【本会の案】
○合併影響額については、全額公費負担と
する。
○議員負担と公費負担の割合の原則を「６
対４」から「５対５」とする。
・給付水準の引下げは行わない。

→カットなし
・掛金・特別掛金の引上げは行わない。

→掛 金 １６％→１６％（±０％）
特別掛金 ７．５％→７．５％（±０％）

・公費負担率を１２％から１６％に引上げる。
→負担金 １２％→１６％（＋４．０％）

・新たに、特別掛金に対する公費負担金を創
設し、７．５％とする。

→特別掛金に対する負担金
０％→７．５％（＋７．５％）

・激変緩和負担金については、１４％（Ｂ案と
同じ）とする。

→激変緩和負担金（合併特例）
４．５％→１４．０％（＋９．５％）
・期間を５年延長

議員年金
検 討 会

第５回検討会で発言する藤田・市共済会特別顧問（右から２人目）

（１） 平成２１年１２月１５日 第１７４５号
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公
費
負
担
の
割
合
の
原
則
を
６
対

４
か
ら
５
対
５
と
す
る
」
こ
と
を

提
示
。
給
付
と
負
担
の
具
体
的
な

あ
り
方
に
つ
い
て
は
○
給
付
水
準

の
引
下
げ
は
行
わ
な
い
○
掛
金
・

特
別
掛
金
の
引
上
げ
は
行
わ
な
い

○
公
費
負
担
率
を
１２
％
か
ら
１６
％

に
引
き
上
げ
る
○
新
た
に
、
特
別

掛
金
に
対
す
る
公
費
負
担
金
を
創

設
し
、（
特
別
掛
金
率
と
同
様
の
）

７
・
５
％
と
す
る
○
激
変
緩
和
負

担
金（
合
併
特
例
）に
つ
い
て
は
、

見
直
し
案
の
Ｂ
案
と
同
じ
１４
％
と

す
る
―
―
と
い
う
も
の
。
こ
れ
に

よ
り
、
掛
金
を
引
き
上
げ
ず
、
給

付
水
準
の
カ
ッ
ト
を
行
う
こ
と
も

な
く
収
支
が
つ
り
合
う
こ
と
と
考

え
ら
れ
る
。

ま
た
、
廃
止
す
る
場
合
の
考
え

方
も
前
回
示
さ
れ
た
が
、
仮
に
議

員
年
金
制
度
の
廃
止
を
行
う
場
合

に
あ
っ
て
は
、
平
成
１８
年
に
廃
止

さ
れ
た
国
会
議
員
年
金
の
例
に
な

ら
う
こ
と
と
し
、
受
給
資
格
の
あ

る
現
職
議
員
が
年
金
で
な
く
一
時

金
を
選
択
し
た
場
合
の
給
付
額
に

つ
い
て
は
、
掛
金
総
額
の
８０
％
に

す
べ
き
で
あ
る
こ
と
も
本
会
の
意

見
の
集
約
が
み
ら
れ
て
い
る
。

会
議
で
は
、
町
村
議
会
議
長
会

も
集
約
さ
れ
た
意
見
を
述
べ
、
見

直
し
案
Ｂ
案
支
持
が
約
８
割
、
制

度
の
維
持
存
続
を
強
く
希
望
す
る

旨
の
発
言
が
あ
っ
た
。
都
道
府
県

議
会
議
長
会
は
意
見
集
約
途
上
で

あ
る
と
し
な
が
ら
、
Ｂ
案
で
の
制

度
設
計
を
求
め
る
意
見
が
多
い
と

し
た
に
と
ど
ま
っ
た
。

学学
識識
委委
員員
はは
本本
会会
案案
にに

賛賛
同同
せせ
ずず

本
会
案
に
つ
い
て
学
識
経
験
者

委
員
は
、
本
会
案
に
あ
る
合
併
影

響
分
に
つ
い
て
の
全
額
公
費
負
担

措
置
に
は
理
解
を
示
し
た
も
の

の
、
公
費
負
担
率
を
引
き
上
げ
、

議
員
負
担
と
公
費
負
担
の
割
合
を

現
在
の
６
対
４
か
ら
、
他
の
公
的

年
金
制
度
と
同
様
５
対
５
と
す
る

こ
と
に
つ
い
て
は
「
世
論
の
理
解

が
得
ら
れ
な
い
の
で
は
」
と
否
定

的
で
あ
っ
た
。

「
現
役
議
員
が
、
合
併
で
生
じ

た
財
源
不
足
を
な
ぜ
補
い
負
担
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
か
」
藤
田

委
員
の
再
三
の
発
言
を
学
識
経
験

者
委
員
は
、
ど
う
受
け
止
め
た
の

か
。
市
町
村
合
併
の
年
金
財
政
へ

の
影
響
、
限
界
に
達
し
て
い
る
給

付
の
削
減
と
議
員
負
担
。

検
討
会
報
告
書
は
１２
月
２１
日
の

第
６
回
検
討
会
で
取
り
ま
と
め
ら

れ
る
。

【
１
面
か
ら
の
続
き
】

国
会
対
策
委
員
会
（
委
員

長
�
潮
田
智
信
・
川
崎
市
議

会
議
長
）
は
１２
月
２
日
、
東

京
・
全
国
都
市
会
館
で
第
１

０
９
回
委
員
会
を
開
き
、
平

成
２２
年
度
地
方
行
財
政
施
策

に
関
す
る
重
点
要
望
を
ま
と

め
た
。
ま
た
、
国
対
委
で
は
、

要
望
項
目
の
実
現
に
向
け
要

請
運
動
班
を
編
成
し
、
会
議

終
了
後
と
翌
３
日
、政
府
・
与

党
へ
面
談
要
請
を
行
っ
た
。

主
な
面
談
先
は
、
菅
直
人
・
副
総

理
兼
戦
略
担
当
相
、
渡
辺
周
・
総

務
副
大
臣
、
高
嶋
良
充
・
民
主
党

総
括
副
幹
事
長
、
細
野
豪
志
・
同

党
総
括
副
幹
事
長
ら
。

国
対
委
が
ま
と
め
た
重
点
要
望

は
「
�
地
方
税
財
源
の
充
実
強

化
」「
�
地
方
分
権
改
革
の
推
進
」

の
２
本
柱
。
特
に
１２
月
は
、
明
年

度
政
府
予
算
案
を
編
成
す
る
時
期

だ
け
に
、
地
方
税
財
源
の
充
実
を

政
府
・
与
党
へ
訴
え
か
け
る
最
後

の
機
会
で
も
あ
る
。
国
対
委
が
ま

と
め
た
重
点
要
望
で
も
明
年
度
予

算
を
意
識
し
、
▽
地
方
交
付
税
の

法
定
税
率
引
上
げ
等
に
よ
る
必
要

額
の
確
保
▽
子
ど
も
手
当
財
源
の

全
額
国
庫
負
担
▽
暫
定
税
率
廃
止

の
場
合
の
的
確
な
財
源
措
置
―
―

な
ど
４
項
目
を
「
�
地
方
税
財
源

の
充
実
強
化
」
の
中
で
掲
げ
、
積

極
的
に
働
き
掛
け
て
い
る
。

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
原
口

一
博
・
総
務
相
が
、
出
口
ベ
ー
ス

で
１
兆
円
以
上
の
増
額
に
意
欲
を

示
し
て
い
る
。
三
位
一
体
改
革
で

削
減
さ
れ
た
地
方
の
自
主
財
源
を

復
元
す
る
た
め
だ
。
対
前
年
度
比

７
・
０
％
増
の
１６
・
９
兆
円
を
確

保
し
よ
う
と
奮
闘
し
て
い
る
。
し

か
し
２２
年
度
一
般
会
計
概
算
要
求

額
は
、
過
去
最
大
の
９５
兆
円
へ
と

膨
れ
上
が
っ
て
い
る
。
景
気
低
迷

に
伴
い
、
２１
年
度
税
収
は
当
初
見

込
額
の
４６
・
１
兆
円
か
ら
３６
・
９

兆
円
へ
と
落
ち
込
む
公
算
。
財
政

悪
化
に
歯
止
め
が
か
か
ら
な
い
状

況
へ
と
陥
っ
て
い
る
。
財
務
省
を

中
心
に
政
府
は
現
在
、
予
算
の
絞

り
込
み
に
躍
起
と
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
予
算
編
成
の
前
提
と
な

る
２２
年
度
税
制
改
正
大
綱
も
、
未

だ
提
示
さ
れ
て
い
な
い
。
例
年
な

ら
１２
月
１２
日
前
後
に
大
綱
が
提
示

さ
れ
、「
地
財
対
策
の
決
着
」「
政

府
予
算
案
閣
議
決
定
」
へ
と
至
る

流
れ
だ
が
、
今
年
は
大
幅
に
ず
れ

込
む
見
通
し
。「
自
動
車
関
係
諸

税
の
暫
定
税
率
」
の
取
り
扱
い
な

ど
、
２２
年
度
税
制
改
正
の
最
大
の

焦
点
を
巡
り
、
決
着
の
糸
口
が
見

え
な
い
こ
と
に
よ
る
。
民
主
党
マ

ニ
フ
ェ
ス
ト
を
優
先
す
る
か
、
財

政
規
律
を
優
先
す
る
か
、
政
府
内

で
も
議
論
が
分
か
れ
た
ま
ま
だ
。

ま
た
、
「
２２
年
度
か
ら
支
給
す

る
『
子
ど
も
手
当
』
の
財
源
の
一

部
を
地
方
に
肩
代
わ
り
さ
せ
る
」

案
も
、
政
府
内
か
ら
出
さ
れ
る
な

ど
、
混
迷
を
深
め
る
２２
年
度
予
算

編
成
。
国
対
委
で
は
今
後
の
動
向

に
注
視
し
、
必
要
に
応
じ
て
対
策

を
講
じ
て
い
く
構
え
だ
。

国国
対対
委委
がが
要要
請請
活活
動動

委
員
会
終
了
後
、政
府
・
与
党
へ

菅副総理（右から４人目）へ要請する実行運動班

渡
辺
総
務
副
大
臣（
中
央
）と
面
談

第１７４５号 平成２１年１２月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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総
務
省
は
１２
月
４
日
、
全
国
１

７
９
５
の
市
区
町
村
を
対
象
に
調

査
し
た
「
定
額
給
付
金
の
給
付
状

況
」＝

左
掲＝

を
公
表
し
た
。
調

査
の
基
準
日
は
１１
月
３０
日
時
点
。

定
額
給
付
金
の
給
付
対
象
と
な

っ
た
全
国
世
帯
数
は
、
５
４
７
３

万
２
８
７
３
世
帯
。
う
ち
「
給
付

済
み
世
帯
数
の
割
合
」
は
全
国
の

給
付
対
象
世
帯
数
の
９７
・
６
％
に

及
ん
だ
。
こ
の
結
果
、
給
付
済
み

金
額
の
合
計
は
１
兆
９
３
５
９
億

円
（
対
予
算
額
の
９８
・
９
％
）
と

な
っ
た
。
な
お
、
給
付
金
の
給
付

と
し
て
措
置
さ
れ
た
予
算
額
は
、

１
兆
９
５
７
０
億
円
で
あ
っ
た
。

市
区
町
村
ご
と
に
状
況
を
み
る

と
、
給
付
済
み
世
帯
数
が
「
９５
％

以
上
」
に
上
っ
た
団
体
は
、
全
体

の
９９
・
３
％
に
及
ぶ
１
７
８
２
。

残
る
１３
団
体
に
つ
い
て
は
、
給
付

済
み
世
帯
数
が
「
９０
％
以
上
９５
％

未
満
」
と
な
っ
た
。

調
査
結
果
を
み
る
と
、
定
額
給

付
金
の
給
付
は
高
水
準
を
誇
っ
て

い
る
こ
と
が
分
か
る
。
現
場
で
事

務
を
担
っ
た
市
区
町
村
の
努
力
の

跡
が
窺
え
る
。

定
額
給
付
金
構
想
は
前
政
権
を

担
っ
た
麻
生
内
閣
が
、
景
気
回
復

策
と
し
て
打
ち
出
し
た
追
加
経
済

対
策
の
一
法
案
に
財
源
措
置
が
盛

り
込
ま
れ
、
同
法
案
は
３
月
４
日

の
衆
議
院
本
会
議
で
可
決
、
成
立

し
た
。
た
だ
し
当
時
の
国
会
は
、

参
議
院
で
与
党
と
野
党
が
逆
転
す

る
「
ね
じ
れ
国
会
」
で
あ
っ
た
た

め
、
関
連
法
案
成
立
ま
で
に
２
か

月
近
く
を
費
や
し
た
。
最
終
的
に

は
衆
議
院
の
再
議
決
で
成
立
し
た

が
、
成
立
の
前
後
両
面
で
市
区
町

村
は
、
給
付
金
支
給
の
対
応
に
追

わ
れ
た
。

全全国国市市議議会会事事務務局局職職員員研研修修会会

１月２８～２９日開催 東京・砂防会館
全国市議会議長会は、「第５７回全国市議会事務局職員研修会」

を下記日程のとおり開催いたします。

開催案内は１１月３０日付で各市議会事務局へ送付しております

ので、平成２２年１月１５日までに「出欠報告書」にてご報告をお

願いいたします。

記

【１日目】 １月２８日（木）

１３：３０ 開会あいさつ

全国市議会議長会事務総長 大竹 邦実

１３：３５ 講演１「地方行政をめぐる最近の動向について」

総務省自治行政局行政課長 安田 充氏

１５：２０ 講演２「議会事務局職員として」

川口市議会事務局長 橋本 文雄氏

【２日目】 １月２９日（金）

１０：００ 講演１「条例の政策立案について」

法政大学准教授 正木 寛也氏

１１：３０ 昼食休憩

１２：３０ 講演２「議会運営について」

市町村アカデミー客員教授 大塚 康男氏

１４：００ 閉会

会 場：砂防会館１階「利根」

東京都千代田区平河町２―７―５ �０３―３２６１―８３８６
参加費：無料

▼
議
長

▽
大
仙

児
玉
裕
一（
１０
・
６
）

▽
小
牧

山
田
哲
茂（
１０
・
６
）

▽
本
巣

遠
山
利
美（
１０
・
６
）

▽
羽
咋

塩
谷
久
司（
１０
・
７
）

▽
名
張

藤
島
幸
子（
１０
・
７
）

▽
大
洲

山
下
勝
利（
１０
・
７
）

▽
摂
津

上
村
高
義（
１０
・
８
）

▽
え
び
の

溝
辺
一
男（
１０
・
８
）

▽
阪
南

中
谷
清
豪（
１０
・
９
）

▽
草
津

大
脇
正
美（
１０
・
９
）

▽
奥
州

渡
辺

忠（
１０
・
１５
）

▽
一
関

菅
原
啓
祐（
１０
・
２０
）

▼
副
議
長

▽
大
仙

大
野
忠
夫（
１０
・
６
）

▽
小
牧

山
下
智
也（
１０
・
６
）

▽
本
巣

道
下
和
茂（
１０
・
６
）

▽
羽
咋

�
田
甚
哉（
１０
・
７
）

▽
名
張

森
脇
和
�（
１０
・
７
）

▽
大
洲

梅
木
良
照（
１０
・
７
）

▽
摂
津

安
藤

薫（
１０
・
８
）

▽
え
び
の

蔵
園
晴
美（
１０
・
８
）

▽
阪
南

川
原
操
子（
１０
・
９
）

▽
草
津

行
岡
荘
太
郎（
１０
・
９
）

▽
奥
州

新
田
久
治（
１０
・
１５
）

▽
広
島

土
井
哲
男（
１０
・
１６
）

▽
一
関

牧
野
茂
太
郎（
１０
・
２０
）

▼
事
務
局
長

▽
大
和
郡
山
�
田
克
之（
１０
・
１
）

▽
千
代
田

小
池
譲
二（
１０
・
１９
）

定
額
給
付
金
の
給
付
状
況
公
表

総務省

全全
世世
帯帯
のの
９９７７
・・
６６
％％
がが
受受
給給

議議
会会
人人
事事

都道府県名
定額給付金の給付状況等

（参考）
給付対象世帯数給付決定済み

世帯数の割合
給付済み

世帯数の割合
１ 北海道 ９８．５％ ９７．９％ ２，６５８，４３５
２ 青森県 ９８．７％ ９８．７％ ５７３，９１９
３ 岩手県 ９９．０％ ９９．０％ ５０７，５２７
４ 宮城県 ９８．５％ ９８．４％ ９１５，０５３
５ 秋田県 ９９．１％ ９９．１％ ４２１，７８８
６ 山形県 ９９．２％ ９９．２％ ４０４，０７６
７ 福島県 ９９．０％ ９９．０％ ７５７，０２６
８ 茨城県 ９７．９％ ９７．９％ １，１５３，２５８
９ 栃木県 ９７．８％ ９７．６％ ７７８，１３４
１０ 群馬県 ９８．０％ ９８．０％ ８００，３３８
１１ 埼玉県 ９７．５％ ９７．４％ ２，９５９，１３２
１２ 千葉県 ９７．２％ ９７．２％ ２，６２２，１７８
１３ 東京都 ９５．８％ ９５．８％ ６，５６３，５５２
１４ 神奈川県 ９６．９％ ９６．９％ ４，０１９，３３３
１５ 新潟県 ９９．１％ ９９．１％ ８５６，６２２
１６ 富山県 ９８．３％ ９８．３％ ３９９，５７１
１７ 石川県 ９８．４％ ９８．４％ ４５０，３１２
１８ 福井県 ９８．５％ ９８．５％ ２８３，１６６
１９ 山梨県 ９８．２％ ９８．１％ ３４７，９０８
２０ 長野県 ９８．３％ ９８．３％ ８４７，７８３
２１ 岐阜県 ９８．０％ ９８．０％ ７９１，５４４
２２ 静岡県 ９７．５％ ９７．５％ １，５１７，８０２
２３ 愛知県 ９６．５％ ９５．８％ ３，０６８，７３６
２４ 三重県 ９７．７％ ９７．７％ ７６４，９５８
２５ 滋賀県 ９７．７％ ９７．７％ ５３０，２１０
２６ 京都府 ９７．４％ ９７．４％ １，１５７，２５２
２７ 大阪府 ９７．２％ ９７．１％ ４，０２１，２５６
２８ 兵庫県 ９８．０％ ９８．０％ ２，４１１，９６０
２９ 奈良県 ９８．９％ ９８．９％ ５６０，１９７
３０ 和歌山県 ９８．９％ ９８．９％ ４３１，６９２
３１ 鳥取県 ９８．９％ ９８．９％ ２２９，５２５
３２ 島根県 ９９．１％ ９９．１％ ２８０，１６９
３３ 岡山県 ９８．３％ ９８．３％ ７９５，３５９
３４ 広島県 ９８．１％ ９８．１％ １，２５５，３９１
３５ 山口県 ９８．５％ ９８．５％ ６５３，８２２
３６ 徳島県 ９８．８％ ９８．８％ ３２３，０２９
３７ 香川県 ９８．７％ ９８．７％ ４１５，５２２
３８ 愛媛県 ９８．７％ ９８．７％ ６３４，４４７
３９ 高知県 ９８．７％ ９８．７％ ３５１，３９１
４０ 福岡県 ９８．２％ ９８．２％ ２，１９６，３３５
４１ 佐賀県 ９９．０％ ９９．０％ ３１１，１３７
４２ 長崎県 ９８．９％ ９８．９％ ６１６，７７４
４３ 熊本県 ９８．８％ ９８．８％ ７３１，８０７
４４ 大分県 ９８．６％ ９８．６％ ５１３，８１１
４５ 宮崎県 ９８．８％ ９８．８％ ５０１，３７８
４６ 鹿児島県 ９９．１％ ９９．１％ ７８９，２８６
４７ 沖縄県 ９８．０％ ９８．０％ ５５８，９７２

合 計 ９７．６％ ９７．６％ ５４，７３２，８７３

（３） 平成２１年１２月１５日 第１７４５号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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摂
津
市
で
は
現
在
、
平
成
２２
年

春
の「
ま
ち
び
ら
き
」を
目
指
し
、

南
千
里
丘
ま
ち
づ
く
り
事
業
に
取

り
組
ん
で
い
ま
す
。
事
業
を
実
施

す
る
場
所
は
、
工
場
移
転
に
伴
い

発
生
し
た
６
・
８
�
に
も
及
ぶ
敷

地
。
市
内
中
心
部
に
位
置
し
、
阪

急
京
都
本
線
に
も
面
し
た
場
所
で

す
。
こ
の
敷
地
を
市
が
直
接
施
工

す
る
に
は
、
多
額
の
事
業
資
金
を

捻
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ

こ
で
摂
津
市
で
は
民
間
活
力
を
導

入
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

事
業
を
進
め
る
に
あ
た
り
平
成

１８
年
５
月
に
基
本
合
意
が
締
結
さ

れ
ま
し
た
。当
事
者
は
摂
津
市
、阪

急
電
鉄
、工
場
所
有
企
業
の
三
者
。

▽
摂
津
市
は
都
市
計
画
の
見
直
し

な
ど
ま
ち
づ
く
り
構
想
を
策
定
す

る
▽
工
場
所
有
企
業
は
摂
津
市
の

構
想
に
協
力
す
る
開
発
企
業
へ
土

地
を
売
却
す
る
▽
阪
急
電
鉄
は
南

千
里
丘
地
区
に
新
駅
を
設
置
す
る

―
―
を
内
容
と
す
る
合
意
形
成
に

よ
り
、
事
業
は
大
き
く
動
き
始
め

て
い
く
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

１８
年
７
月
に
は
、
所
有
者
が
敷

地
を
開
発
企
業
へ
売
却
。
１２
月
に

は
、
摂
津
市
と
阪
急
電
鉄
の
間
で

「
新
駅
設
置
・
踏
切
改
良
に
関
す

る
覚
書
」
が
交
わ
さ
れ
ま
し
た
。

１９
年
３
月
に
は
、
摂
津
市
と
開
発

企
業
と
の
間
で
協
定
が
結
ば
れ
、

本
格
的
に
事
業
へ
着
手
。
２０
年
１０

月
か
ら
は
、
阪
急
電
鉄
が
新
駅
設

置
工
事
に
着
手
し
ま
し
た
。

こ
の
新
駅
設
置
は
、
摂
津
市
民

に
と
っ
て
悲
願
と
い
え
ま
す
。
こ

れ
ま
で
鉄
道
駅
は
、
市
境
付
近
に

し
か
存
在
し
な
か
っ
た
た
め
、
市

民
は
不
便
を
強
い
ら
れ
て
き
ま
し

た
。
今
回
の
新
駅
設
置
は
、
市
の

新
た
な
「
表
玄
関
口
」
誕
生
と
い

え
ま
す
。

１０
月
２８
日
、
摂
津
市
と
阪
急
電

鉄
の
連
名
で
公
表
さ
れ
た
新
駅
の

名
称
は
「
摂
津
市
駅
」
。
同
駅
で

は
、
自
治
体
名
を
冠
す
る
に
相
応

し
く
環
境
問
題
へ
の
対
応
に
も
力

を
入
れ
「
カ
ー
ボ
ン
・
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
・
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
」
へ
の
取

り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
・
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
と

は
、
市
民
や
企
業
が
排
出
す
る
温

室
効
果
ガ
ス
と
、
市
民
や
企
業
が

他
の
場
所
で
実
現
し
た
「
排
出
削

減
・
吸
収
量
」
が
等
し
い
状
態
の

こ
と
。
新
駅
舎
で
は
、
Ｃ
Ｏ
２
の

想
定
排
出
量
を
年
間
約
６５
�
と
見

込
み
、
太
陽
光
発
電
、
エ
レ
ベ
ー

タ
ー
回
生
電
力
利
用
な
ど
に
よ
り

約
５４
％
を
削
減
。
残
る
４６
％
に
つ

い
て
は
排
出
枠
購
入
等
に
よ
り
対

処
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
駅
前
に
展
開
す
る
公
共

施
設
や
マ
ン
シ
ョ
ン
も
、
駅
舎
と

同
じ
く
環
境
に
配
慮
し
て
い
ま

す
。
民
間
活
力
を
導
入
し
つ
つ
環

境
問
題
へ
取
り
組
む
摂
津
市
。
事

業
の
成
功
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

市 政

ニュース

まま
ちち
づづ
くく
りり
事事
業業
でで

地地
球球
温温
暖暖
化化
をを
防防
止止

摂
津
市
（
大
阪
府
）

南千里丘まちづくり事業の経過

平
成
１８
年
５
月

基
本
合
意
締
結
（
摂
津
市
・
阪
急
電
鉄
・
工
場
所
有
企
業
）

平
成
１８
年
７
月

工
場
跡
地
を
所
有
者
が
売
却
（
工
場
所
有
企
業
�
開
発
企
業
）

平
成
１８
年
１２
月

新
駅
設
置
・
踏
切
改
良
に
関
す
る
覚
書
締
結
（
摂
津
市

阪
急
電
鉄
）

平
成
１９
年
３
月

南
千
里
丘
ま
ち
づ
く
り
協
定
締
結
（
摂
津
市

開
発
企
業
）

平
成
１９
年
４
月
〜

南
千
里
丘
土
地
区
画
整
理
事
業
着
手（
ま
ち
づ
く
り
交
付
金
の
活
用
）駅
周
辺
整
備（
南
千
里
丘
ま
ち
づ
く
り
事
業
）詳
細
設
計
委
託
）

平
成
１９
年
８
月

都
市
計
画
決
定
告
示
（
地
区
計
画
・
用
途
地
域
等
）

平
成
１９
年
１１
月

南
千
里
丘
ま
ち
づ
く
り

地
球
温
暖
化
対
策
モ
デ
ル
地
区
覚
書
締
結
（
摂
津
市
・
阪
急
電
鉄
・
開
発
企
業
）

平
成
２０
年
１
月
〜
６
月
末

工
場
跡
地
の
建
築
物
の
解
体
撤
去
・
更
地
化
工
事

平
成
２０
年
７
月
〜

南
千
里
丘
土
地
区
画
整
理
事
業

区
画
道
路
築
造
工
事
着
手
（
摂
津
市
）

平
成
２０
年
１０
月
〜

阪
急
摂
津
市
駅
設
置
工
事
着
手
（
阪
急
電
鉄
）

「カーボン・ニュートラル・ステーション」
の実現イメージ

排排出出枠枠購購入入券券
にによよるる相相殺殺

環境配慮施策
による

CO２削減計画

約約３３００tt／／年年

５４％

４４６６％％

約３５t／年

＝
約６５t／年

新駅で想定
される
CO２排出量

コミュニティプラザ

第１７４５号 平成２１年１２月１５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報


	1面
	2面
	3面
	4面

